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一般社団法人 日本自動車会議所 
 

緊緊緊緊    急急急急    要要要要    望望望望 
 
 

「環境性能課税」は､「環境性能課税」は､「環境性能課税」は､「環境性能課税」は､    

    車体課税の抜本的な負担軽減を前提に車体課税の抜本的な負担軽減を前提に車体課税の抜本的な負担軽減を前提に車体課税の抜本的な負担軽減を前提に    

    来年度税制改正で検討・決定すべき来年度税制改正で検討・決定すべき来年度税制改正で検討・決定すべき来年度税制改正で検討・決定すべき    
 

◆今年、「環境性能課税」だけの 
 先行決着は絶対反対 
 
◆増税である｢環境性能課税｣は､消費税率10%時

における自動車税引き下げ等のユーザー負担

軽減とパッケージで決定すべき 
 

 

 
 

◆自動車税・軽自動車税のグリーン化特例の
1 年間単純延長 

 

 

国内市場の現況・影響 

 ◎国内新車販売は 10 カ月連続前年割れ 

  昨年 4 月の消費税率 8％への引き上げの反動減と、今年 4 月のエコカー減税見直しによ

る実質的な増税により、国内新車販売は今年 1 月以降、10 カ月連続で前年比割れ 

 

 ◎国内市場の活性化策が講じられなければ経済や雇用への影響は甚大 

  日本の自動車産業は、全就業人口の約 1 割、全製造業出荷額の約 2 割を占める、すそ野

の広い基幹産業。国内市場の活性化策が講じられなければ日本経済や雇用への影響は甚大

で、経済の好循環やＧＤＰ600 兆円の実現にも影響 



 

 

一般社団法人 日 本 自 動 車 会 議 所 
 

一般社団法人 日 本 自 動 車 工 業 会 

一般社団法人 日 本 自 動 車 部 品 工 業 会 

一般社団法人 日 本 自 動 車 車 体 工 業 会 

一般社団法人 日 本 自 動 車 機 械 器 具 工 業 会 

一般社団法人 日 本 自 動 車 タ イ ヤ 協 会 

一般社団法人 日 本 自 動 車 販 売 協 会 連 合 会 

一般社団法人 全 国 軽 自 動 車 協 会 連 合 会 

      日 本 自 動 車 輸 入 組 合 

一般社団法人 日 本 中 古 自 動 車 販 売 協 会 連 合 会 

一般社団法人 日 本 自 動 車 整 備 振 興 会 連 合 会 

一般社団法人 日 本 自 動 車 機 械 工 具 協 会 

公 益 社 団 法 人 全 日 本 ト ラ ッ ク 協 会 

公 益 社 団 法 人 全 国 通 運 連 盟 

公 益 社 団 法 人 日 本 バ ス 協 会 

一般社団法人 全 国 ハ イ ヤ ー ・ タ ク シ ー 連 合 会 

一般社団法人 全 国 自 家 用 自 動 車 協 会 

一般社団法人 日 本 損 害 保 険 協 会 

      石 油 連 盟 

一般社団法人 全 国 自 動 車 標 板 協 議 会 

一般財団法人 自 動 車 検 査 登 録 情 報 協 会 

一般社団法人 全 国 レ ン タ カ ー 協 会 

一般社団法人 日 本 自 動 車 リ ー ス 協 会 連 合 会 

一般財団法人 日本モーターサイクルスポーツ協会 

一般社団法人 自 動 車 公 正 取 引 協 議 会 

      日本自動車車体整備協同組合連合会 

一般社団法人 日 本 陸 送 協 会 

一般社団法人 日 本 二 輪 車 普 及 安 全 協 会 

一般社団法人 日 本 自 動 車 運 行 管 理 協 会 

      全 日 本 自 動 車 部 品 卸 商 協 同 組 合 

      日本自動車用品・部品アフターマーケット振興会 

一般社団法人 自 動 車 用 品 小 売 業 協 会 

      日 本 中 古 車 輸 出 業 協 同 組 合 

      全 国 オ ー ト バ イ 協 同 組 合 連 合 会 

      全 国 自 動 車 会 議 所 連 絡 協 議 会 

 

 

 

                            （順不同） 


